


第二次世界大戦における
連合国の合意･宣言

昭和時代

　ここでは、第二次大戦後、ソ連による北方四島の占領の経緯と、元島民の方々の苦難について、映像を交えながら

紹介します。

　はじめに、その理解を深めるため、第二次大戦中の連合国間における合意や宣言について紹介します。

「大西洋憲章」
出典：米国国務省広報局歴史部ホームページ
https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1941v01/d372

「カイロ宣言」 
1943年12月1日
米国国立公文書館蔵（原：RG59）

「ヤルタ協定」
出典：米国国務省広報局歴史部ホームページ
https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1945Malta/d503

「ポツダム宣言」
出典：米国国務省広報局歴史部ホームページ
https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1945Berlinv02/d1382

　米英両国首脳は、連合国の共通原則として大西洋憲章に署名し、領土の拡

張を求めない方針等を明らかにしました。1941年9月24日には、ソ連も大

西洋憲章へ参加しました。

大西洋憲章  1941 （昭和16）年8月

　米英中首脳による連合国の共通原則が確認され、領土拡張は求めない原

則が示されます。「カイロ宣言」で連合国は「大西洋憲章」の方針を確認し、

領土不拡大の原則を示すとともに、暴力ならび貪欲により日本国が略取した

地域等から日本は駆逐されなければならないと表明しています。

　北方四島は日本国が略取したものではないことは歴史的経緯に鑑みても

明白です。

カイロ宣言  1943（昭和18）年11月

　米英とソ連の首脳は、千島列島がソ連に引き渡されることと樺太（サハリン）

の南部がソ連に返還されることを含むヤルタ協定に署名しました。

　しかし、「ヤルタ協定」は、当時の連合国首脳間で戦後の処理方針を述べた

ものであり、関係連合国の間で領土の最終的処理について決定したもので

はありません。日本は、同協定に参加しておらず、いかなる意味においても、

これに拘束されることはありません。

ヤルタ協定  1945（昭和20）年2月

　1945年7月に出された「ポツダム宣言」は、「カイロ宣言」の条項を履行さ

れなければならない旨と、日本の主権が本州、北海道、九州及び四国並びに

連合国の決定する諸小島に限定される旨を規定しています。しかし、同宣言

は、領土の最終的な決定をしたものではありません。

　ソ連は、1945年8月8日に「ポツダム宣言」に参加しました。日本は、同年

8月14日に「ポツダム宣言」を受諾しています。

ポツダム宣言  1945（昭和20）年7月
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